
Ⅰ 重要な会計方針 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」

（令和３年９月 21 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基

準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」とい

う。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

なお、独立行政法人会計基準等のうち、時価の算定に係る改訂内容は令和４事業年度か

ら、収益認識に係る改訂内容は令和５事業年度から、それぞれ適用します。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ２年 ～ 55年

構築物 ２年 ～ 60年

機械装置 ２年 ～ 17年

医療用機械備品 ２年 ～ 10年

車両運搬具 ２年 ～ ６年

工具器具備品 ２年 ～ 15年

その他の有形固定資産 ２年 ～ 15年  

 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87 第１項）及び資産除去債務に対応す

る特定の除去費用等（独立行政法人会計基準第 91）に係る減価償却に相当する額について

は、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（２～５年）

に基づいております。 

 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第 87 第２項）の会計処理方法 

個別法に基づく承継資産のうち、前払費用の一部及び為替予約に係る費用相当額につい

ては、承継資産に係る費用相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

４．賞与引当金の計上基準 

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金

額を計上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置が

なされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

  



５．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、発生時に全額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、発生時に全額を費用処理しております。 

なお、退職一時金、並びに科学技術企業年金基金への掛金及び年金基金積立不足額につ

いては、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金と同

額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 

６．環境対策引当金の計上基準 

保管中の放射性廃棄物及びポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分に伴い発生する費用に充て

るため、その発生見込額を計上しております。また、放射性廃棄物及びポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物の処分に伴い発生する費用については、運営費交付金及び補助金により財源措置

がなされる見込みであるため、環境対策引当金と同額を環境対策引当金見返として計上し

ております。なお、放射性廃棄物について合理的な見積ができない額については、引当金

に計上しておりません。 

 

７．貸倒引当金の計上基準 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ８．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）貯蔵品        先入先出法による低価法 

（２）未成受託研究支出金  個別法による低価法 

 

 ９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 

１０．ＢＡ分担金の会計処理 

ＢＡ分担金（日本国内の実施機関に指定されている国立研究開発法人量子科学技術研究

開発機構（以下「量研」という。）が「核融合エネルギーの研究分野におけるより広範な取

組を通じた活動の共同による実施に関する日本国政府と欧州原子力共同体との間の協定」

に基づき受け入れた財政上の貢献）は、独立行政法人会計基準第 85 第１項(2)の寄附金の

会計処理によっております。 

 

１１．消費税等の処理方法 

消費税等の処理方法は、税込方式によっております。 

 

 

  



Ⅱ 注記事項 

〔貸借対照表関係〕 

 

その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産に係

るものが 37,663,742,315 円含まれております。 

 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 70,727,829,062     円

自己収入等 △9,793,633,681    円

法人税等及び国庫納付額 △619,400          円

機会費用 396,305,406        円

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト 61,329,881,387     円  
 

２．機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算

方法 

① 無償貸付けを受けている地方公共団体公有財産に対し、各地方公共団体における算定

方式及びそれらに準じた算定方式により得た賃貸価額を計上しております。 

 

② 受託研究の予算で取得し、国へ返還した固定資産のうち、無償使用することを国から

承認された固定資産に対し、承認時の残存価額を新たな取得原価とみなし、法令による

中古資産耐用年数の簡便法により算出した年数で償却した金額を計上しております。 

 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和４年３月末利回りを参考に、0.210％で計算しております。 

 

（３）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行

政法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参

考に計算しております。 

 

 

〔損益計算書関係〕 

 

１．ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、48,661,776 円であり、当該影響額を

除いた当期総損失は 357,891,234 円であります。 

 

  



２．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

建物 527,425     円

構築物 560,934     円

機械装置 16,127,199  円

医療用器械備品 3           円

工具器具備品 12,241,983  円

ソフトウェア 333,150     円

放射性同位元素 139,333     円

計 29,930,027  円  

 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 17,790,034,423   円

資金残高 17,790,034,423   円  

 

２．重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得 

工具器具備品 79,344,980      円  

 

 

〔金融商品関係〕 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金に限定しております。未収債権等に係る顧客の信用リ

スクは、内部規定に沿ってリスク低減を図っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりで

あります。 

（単位：円）

(1) 現金及び預金 17,790,034,423 17,790,034,423 -

(2) 売掛金 384,300,008 384,300,008 -

(3) 買掛金 （ 5,335,400,802 ）（ 5,335,400,802 ）（ - ）

(4) 未払金 （ 8,659,154,675 ）（ 8,659,154,675 ）（ - ）

勘定科目 貸借対照表計上額 時価 差額

 
（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

（注２）売掛金は貸倒引当金を控除している金額を記載しております。 

（注３）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1)現金及び預金並びに(2)売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 



(3)買掛金及び(4)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

 

 

〔退職給付関係〕 

１．採用している退職給付制度の概要 

量研は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び国家公

務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。 

確定給付企業年金制度（積立型制度である。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又

は年金を支給しております。 

退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づ

いた一時金を支給しております。 

 

２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 14,596,105,154   円

期首における退職給付債務の調整額 △21,885,400     円

勤務費用 876,580,986      円

利息費用 66,499,855       円

数理計算上の差異の当期発生額 △76,452,255     円

退職給付の支払額 △607,945,068    円

制度加入者からの拠出額 51,932,900       円

期末における退職給付債務 14,884,836,172   円

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 3,200,099,352    円

期待運用収益 192,432,641      円

数理計算上の差異の当期発生額 △249,400,534    円

事業主からの拠出額 265,236,735      円

退職給付の支払額 △65,238,971     円

制度加入者からの拠出額 51,932,900       円

期末における年金資産 3,395,062,123    円

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務 4,989,239,524    円

年金資産 △3,395,062,123  円

積立型制度の未積立退職給付債務 1,594,177,401    円

非積立型制度の未積立退職給付債務 9,895,596,648    円

　小計 11,489,774,049   円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 11,489,774,049   円

退職給付引当金 11,489,774,049   円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 11,489,774,049   円

 



（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用 876,580,986      円

利息費用 66,499,855       円

期待運用収益 △192,432,641    円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 172,948,279      円

合計 923,596,479      円

 

（５）年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。 

債券 59 ％

株式 23 ％

現金及び預金 3 ％

その他 15 ％

合計 100 ％

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

割引率   0.4556％ 

長期期待運用収益率  6.01％ 

 

３．退職等年金給付制度 

量研の退職等年金給付制度への要拠出額は、205,883,684 円であります。 

 

 

〔減損会計関係〕 

 

１．減損を認識した固定資産 

（１）概要 

（単位：円）

用途 種類 場所
帳簿価額及び
減損計上額

損益計算書計上区分 計

  5,736,646

損益計算書に計上した金額   5,239,192

損益計算書に計上していない金額     497,454

 76,800,000

損益計算書に計上した金額           -

損益計算書に計上していない金額           -

厚生用 土地
群馬県
高崎市

帳簿価額

減損計上額

群馬県
高崎市

建物厚生用

帳簿価額

減損計上額

 
 

 

 



（２）経緯及び回収可能サービス価額 

厚生用として保有している豊岡寮について、居住者全員が退去したことから減損を認識

したものです。回収可能サービス価額は、今後の使用を予定していないことから 0 円とし

ております。 

    また、厚生用として保有している豊岡寮用地については、豊岡寮の居住者全員が退去し

たことから減損を認識したものです。当該土地に係る地価公示価格相当額を基に正味売却

価額を算定したところ、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っていたため、減損額は

生じておりません。 

 

 

２．減損の兆候が認められた固定資産 

（１）概要 

（単位：円）

用途 種類 場所 帳簿価額

実験研究用 機械装置 千葉県千葉市 61,857,881       

厚生用 借地権 茨城県那珂市 78,087,750       

 
 

（２）減損の兆候 

実験研究用として保有している大型サイクロトロン装置の一部について、令和３年 11

月に発生した火災によって稼働を停止しており、取得時に想定した使用可能性を著しく低

下させる変化が生ずる見込みがあるため、減損の兆候が認められたものです。なお、被災

資産の稼働については、令和４年度の調査をもって確定するため、減損の認識はしており

ません。 

また、厚生用として保有している ITER 国際住宅（みのうち住宅）用の土地の一部につ

いては、原状回復のうえ地権者へ返還することから、減損の兆候が認められたものです。

なお、当該資産は、令和３年度末時点では使用していることから、減損を認識しておりま

せん。 

 

 

〔資産除去債務関係〕 

 

１．資産除去債務の概要 

量研は、法人所有の建物等の解体時における「石綿障害予防規則」、「ダイオキシン類対策

特別措置法」、「放射性同位元素等の規制に関する法律」並びに「核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律」及び「賃貸借契約に基づく原状回復義務」等に基づく除去費

用につき資産除去債務を計上しております。 

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を２年～44 年と見積

り、割引率は見積もり時の長期国債利廻率 0.167％～2.303％を使用しております。 

 

 

 

 

 

 



３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

（単位：円）

期首残高 3,237,998,690    

有形固定資産の取得に伴う増加額 -                

見積りの変更による増加額 -                

資産除去債務の履行による減少額 365,525          

時の経過による調整額 9,897,874        

期末残高 3,247,531,039     

 

４．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの 

量研が有する建物等のうち、「放射性同位元素等の規制に関する法律」及び「核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき、施設の廃止に伴う措置としての解体・

除染・廃棄等の講ずべき義務を有しているものに関し、現時点でその廃止措置の方法が決定

していないものについては、債務履行に必要な費用を合理的に見積もることができないため、

当該資産に係る資産除去債務を計上しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 重要な債務負担行為 

契約締結後、翌年度以降に履行となるものは、以下のとおりであります。 

(単位：円）

セグメント 件名
令和４年度以降

支払予定額

量子生命科学に関する研究
開発

量子生命科学研究拠点施設整備事業 296,560,400    

放射線の革新的医学利用等
のための研究開発ほか

放射線医学総合研究所　分子ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ
関連施設及びＱＳＴ病院関連施設建屋
管理業務委託

143,786,540

ITERダイバータ外側垂直ターゲットの
製作(1)

5,775,000,000

ITER ダイバータ外側垂直ターゲット実
機用直接鋳造型タングステンモノブ
ロックの製作（2）

3,362,969,000

ITER TFコイルの製作（4） 2,957,942,066

次世代放射光施設の蓄積リング用多極
電磁石の製作

734,800,000

次世代放射光施設の蓄積リング用真空
系機器の製作

506,407,440

次世代放射光施設のビームライン用軟X
線回折格子分光器の製作

472,560,000

Microsoftソフトウェアライセンス包括
利用契約（ESA）

299,178,000

国立研究開発法人量子科学技術研究開
発機構財務会計システムの賃貸借及び
保守

211,876,040

研究開発成果の普及活用、
国際協力や産学官連携の推
進及び公的研究機関として
担うべき機能

 核融合に関する研究開発

法人共通

 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅴ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

該当事項はありません。 


